
天理市罹災証明書等交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号。以下

「法」という。）第２条第１号に規定する災害（火災を除く。以下「災

害」という。）によって生じた被害の状況に対する証明書（以下「罹

災証明書等」という。）の交付について、必要な事項を定めるものと

する。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各

号に定めるところによる。

（１）住家 現実に居住のために使用している建物

（２）非住家 住家以外の建物

（３）その他の物件 前２号に掲げる以外のもの

（証明書の種類）

第３条 この要綱により交付する罹災証明書等の種類は、次のとおり

とする。

（１） 罹災証明書 法第 90 条の２第１項に規定する罹災証明書

で、災害による住家の被害状況が確実な証拠によって立証で

きる場合又は市の実地調査等により、その事実を確認できる

場合に、市長が被害の程度を証明するものをいう。

（２） 被災届出証明書 災害による被害を受けた住家が確実な証

拠によって立証できない場合又は非住家、その他の物件の被

害について、市長に届け出た事実を証明するものをいう。

２ 第７条の規定に基づき市長が交付する証明書は、災害による被害

額は証明しないものとする。

（交付申請の対象者）

第４条 罹災証明書等の交付を申請できる者は、第２条各号に定める

ものの所有者及び使用者とする。



（交付の申請）

第５条 罹災証明書の交付を受けようとする者は、災害の発生した日

の翌日から起算して３ヶ月以内に罹災証明書交付申請書（様式第１

号）により市長に申請しなければならない。ただし、当該申請の期

限を経過したことについて、理由書の提出があり、かつ、やむを得

ない事情があると市長が認めたときは、この限りでない。

２ 前項に規定する申請の期限について、災害による被害が甚大であ

り、申請の期限の延長が必要と市長が認めるときは、これを延長す

ることができる。

３ 被災届出証明書の交付を受けようとする者は、被災届出証明書交

付申請書（様式第２号）に次の書類を添えて市長に申請しなければ

ならない。

（１）被害状況が分かる写真

（２）その他市長が必要と認める書類

（調査の実施）

第６条 市長は前条第１項に規定する申請があったときは、災害に係

る住家の被害認定基準運用指針（平成 13 年内閣府政策統括官（防災

担当）付参事官（災害復旧・復興担当）。以下「運用指針」という。）

に基づき実地調査を行うものとする。ただし、当該申請書に係る被

害の程度について、罹災証明書の交付を受けようとする者が運用指

針で定める一部損壊（10％未満）であることを自己で判定しており、

被害状況を示す写真等から判定結果が明らかに一部損壊（10％未満）

である場合は、実地調査を省略することができる。

２ 市長は前条第３項の申請があったときは、同項各号に掲げる書類

により被害状況を確認するものとする。

（証明書の交付）

第７条 市長は、第５条第１項又は第３項に規定する申請があったと

きは、前条に定める調査又は確認を実施し、罹災証明書（様式第３



号）又は被災届出証明書（様式第２号）を交付するものとする。

（再調査の申請）

第８条 罹災証明書の交付を受けた者が、罹災証明書で証明された被

害の程度について相当の理由をもって修正を求めるときは、当該罹

災証明書の交付を受けた日の翌日から起算して１ヶ月以内に再調査

の申請をすることができる。ただし、第６条第１項ただし書の規定

により申請をする場合は、この限りでない。

２ 前項に規定する申請は、罹災証明書の交付を受けた者が、市長に

対し、被害認定再調査申請書（様式第４号）を提出して行うものと

する。

（代理人による申請等）

第９条 第５条第１項、第３項及び前条第１項の申請並びに第７条に

規定する罹災証明書又は被災届出証明書の受領は、当該申請又は受

領をしようとする者の代理人が行うことができる。

２ 代理人が前項の申請又は受領を行うときは、委任状を提出しなけ

ればならない。ただし、代理人が前項の申請又は受領をしようとす

る者と同一世帯に属する者である場合は、委任状の提出を省略する

ことができるものとする。

（手数料）

第 10 条 罹災証明書等の交付に係る手数料は、無料とする。

（事務の所管）

第 11 条 第３条第１項第１号の罹災証明書の交付事務は、総務部税務

課において行う。

２ 第３条第１項第２号の被災届出証明書の交付事務は、くらし文化

部防災安全課において行う。

（その他）

第 12 条 この要綱に定めるほか、罹災証明書等に関し、必要な事項は

市長が別に定める。



附 則

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和６年 11 月８日から施行する。



様式第１号（第５条関係）

年 月 日

※　申請者が、本人もしくは同一世帯でない場合は、委任状をご持参ください。

（整理番号）　　　　　　　　　

罹　災　証　明　申  請  書

天 理 市 長 様

　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

（現在の連絡先）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

　氏　名

　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　

　氏　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者との関係

罹災原因 年　　  　     月　　  　     日の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　による

罹災住家

　　天理市　　　　　　　　　　　　　町　　　　　　　　　　　　　　　　　番地

  　アパート等：（名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　※住家とは、現実に居住（世帯が生活の本拠として日常的に使用していることをいう。）のために使用している建物
　　 のことをいいます（被災者生活再建支援金や災害救助法による住宅の応急修理等の対象となる住家）。

住家の被害

　　□　浸水被害　（□床上　□床下）　　　　□　その他被害（以下に記入）

※　申請者の合意に基づく自己判定方式による一部損壊の判定を行う場合
　　　「全壊、大規模半壊、中規模半壊、半壊、準半壊、準半壊に至らない（一部損壊）」の６つの被害区分の
　　　　うち、「準半壊に至らない（一部損壊）」の判定となります。
※　添付された写真から被害の程度が判断できない場合には、必要に応じて現地調査を行うことがあります。
　　 写真による被害区分の判定を希望しない場合は、写真の添付は必須ではありません。
※　再調査の申請はできません。

申請者
（世帯主）

窓口に
来られた方

（申請者と
同じ場合は
記入不要）

自己判定方式
での交付

　　□　希望する（被害状況の写真を添付）

　　□　被害程度が「一部損壊（10％未満）であることに同意します。　　

（ふりがな）

（ふりがな）



様式第２号（第５条・７条関係）

（整理番号）

被 災 届 出 証 明 書 交 付 申 請 書

年 月 日

天理市長 様

住 所

申請者 氏 名

ＴＥＬ（ ） －

□ 本人 □ 同一世帯親族（ ）

□ 代理人（委任状が必要）

下記のとおり届け出ます。

本届出を受理したことを証明願います。

記

被災者住所

被災者氏名

被 災 原 因 年 月 日 の による

被 災 場 所 天理市

被 災 物 件

被 災 状 況

※被害の状況は別添の写真のとおりです。

被 災 届 出 証 明 書

上記のとおり、被災の届出を受理したことを証明します。

年 月 日

天理市長 印

被災者との関係



様式第３号（第７条関係）

（整理番号）

罹 災 証 明 書

上記のとおり、相違ないことを証明します。

年 月 日

天理市長 印

世帯主住所

世帯主氏名

世帯構成員

（世帯主以外）

罹災原因 年 月 日の による

罹災住家 の

所在地
天理市

住家被害の程度

□ 全壊 □ 大規模半壊 □ 中規模半壊 □半壊

□準半壊 □準半壊に至らない（一部損壊）

浸水区分

※住家とは、現実に居住（世帯が生活の本拠として使用していることをいう）のために使用している

建物のこと（被災者生活再建支援金や災害救助法による住宅の応急修理等の対象となる住家）

住家以外の被害

※



様式第４号（第８条関係）

（整理番号）再

被 害 認 定 再 調 査 申 請 書

年 月 日

天理市長 様

住 所

申請者 氏 名

ＴＥＬ（ ） －

□ 本人 □ 同一世帯親族（ ）

□ その他（ ）

世帯主又は所有者 氏 名

下記のとおり再調査を申請します。

（※１）申請者が本人もしくは同一世帯でない場合は、下記の委任状に記入して下さい。

（※２）市が交付した罹災証明書（原本）を添付して下さい。

被害箇所、被害の程度が分かる写真を添付して下さい。

罹 災 原 因 年 月 日 の による

罹 災 場 所 天理市

被害の程度

罹災証明書の整理番号

再調査を求める理由

再調査を求める被害箇所

□ 屋根 □ 外壁 □ 基礎 □ 内壁 □ 柱

□ 天井 □ 床（階段を含む） □ 建具 □ 設備

添付資料（※２） □ 罹災証明書 □ 写真 □ その他（ ）

委 任 状

天理市長 様 年 月 日

申請者（ ）に、罹災証明書の申請・受領の権限を委任します。

委任者 住 所

氏 名

世帯主又は所有者

との関係（※１）

※出来るだけ詳しく記入して下さい。


